
第１５回官業民営化等ＷＧ資料要求項目 

 
○社会保険関連業務【厚生労働省】 

 

 ◆国民年金保険料を意識的に払う人以外の人（未納者）に対する徴収額 1 万円あたりの

徴収コストを示されたい。また、その際、どのように督促、ないしは強制徴収をおこな

っているのか。各々のステップ毎に、おこなった件数とできればその効果、及び各ステ

ップを実行するための基準、従事者、コストを過去 5年、年毎にいただきたい 

 

◆一次督促の民間委託の内容、および委託先の選考プロセスと基準、およびそのコスト

を、少なくとも複数の地域のもので、いただきたい 

 

 ◆未適用事業所約 1 万 7 千件のうち、実際に適用になり保険料を納めた事業所はいくつ

あるのか示されたい。 

 

 ◆提出資料別添１の３ページに記載のある未納対策のパーセンテージの算定根拠となっ

た過去の未納対策実施の効果を数値で示されたい。 

 

 ◆直近１、２年の常勤および非常勤職員の人員数、人件費の削減実績および今後の削減

計画を示されたい。 

 

◆今年度入社した職員が定年まで勤務した場合に、退職までに支払われる平均的報酬の

総額、退職給付金、および平均的年金の支給総額をいただきたい。 

 

 ◆組織の総目標値を実現するための前提となる個々の職員のパフォーマンスおよびコス

トについて、数値で示されたい。 

 

 ◆提出資料２ページの「（２）共済組合員の組合員期間など、社会保険庁が保有していな

い記録についての情報交換の仕組みが不十分であること。」との記述について、当該情

報交換の仕組みの具体的内容およびそれがいかなる点について不十分であるか、網羅的

にお示し願いたい。 

 

 ◆社会保険業務を包括的に民間委託する場合または部分的に民間委託する場合において、

提出資料４ページにおいて法律上の手当てが必要とされた各項目について、具体的にど

の法令のどの部分をどのように改める必要があるか、具体的な文言でお教え願いたい。 

 

 ◆１０月２６日の新聞報道において、社会保険庁が、社会保険庁の在り方に関する有識

者会議に対し、年金徴収や年金相談などを外部委託し、組織をスリム化する方針を示し

た旨掲載されているが、１０月２５日に開催された有識者会議において示された資料、

社会保険庁の今後の組織改革についての見解、有識者会議メンバーの意見等が具体的に

確認できる資料を提出願いたい。 

 



 

 

  

◆ 国民年金保険料を意識的に払う人以外の人（未納者）に対する徴収額１万円あたり

の徴収コストを示されたい。また、その際、どのように督促、ないしは強制徴収をお

こなっているのか。各々のステップ毎に、おこなった件数とできればその効果、及び

各ステップを実行するための基準、従事者、コストを過去５年、年毎にいただきたい

 

１．国民年金保険料の徴収に要するコストについては、別紙１のとおりである。 

 

  ２．督促・強制徴収の方法及び基準は別紙２のとおりである。 
 

３．国民年金の強制徴収については、平成２年度を最後に滞納処分を行っていなかった

が、平成１５年度から再び実施することとしたところであり、強制徴収に係るステッ

プ毎の件数（効果）は別紙３のとおりである。 

 

 



人件費等 その他

　国民年金 １兆９，６２７億円 ２２１億円 ４０１億円 ３１７円

　政管健保・厚生年金 ２５兆６，１６６億円 １５８億円 １６２億円 １３円

　全体 ２７兆５，７９３億円 ３７９億円 ５６３億円 ３４円

～　 保険料の徴収コスト（試算）　～

②事務費

①徴収額
　③徴収額１万円当たり
　　の事務費
　（②÷①×１万円）

○　以下の表は、事務費等について、平成１５年度予算の経費から、人数按分などを用いて、
徴収に関連する経費（人件費、事務経費等）を試算することにより作成したものである。

（注１）徴収額は平成１５年度決算額、事務費は平成１５年度予算額。

（注２）徴収額は、過年度分を含む。

（注３）人件費等は、平成１５年度末時点定員（厚生年金については、児童手当拠出金徴収事務に係る分を除く）を基に、社会保険
　　　事務所の徴収業務職員の配置割合により、本庁及び地方社会保険事務局の職員も含めて算出したものに加え、業務取扱費のう
　　　ち徴収業務に携わる非常勤職員に係る手当等及び人当庁費を含む。

（注４）事務費（その他）は、徴収事務費のみを明確に区分することができないため、業務取扱費のうち徴収事務に関連すると考え
　　　られる経費、業務取扱費に計上している記録管理システムに係る経費、その他に、社会保険事務所の徴収職員の配置割合で算
　　　出した庁舎等の維持・整備費を計上している。

別紙１－１



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務取扱費 １，５８１億円 
施設整備費 ５億円

予備費 ５億円 

１，５９１億円

１，５９１億円 ÷ １兆８，４３７億円 × １万円 ≒ ８６３円（１００円当たり、８．６３円） 

業務取扱費 １，４２３億円 施設整備費 ９億円 予備費 ５億円 

（計上しない） 

１，４３２億円

６２１億円 ÷ １兆９，６２７億円 × １万円 ≒ ３１７円（１００円当たり、３．１７円） 

細分化

徴収事務経費のみで算出 

これまでに

公表されて

いた内容 

（１４年度予算） 

徴収事務 ６２１億円 適用・給付事務等 ８１１億円 

 

 

徴収に要す

る経費のみ

で試算した

場合 

（１５年度予算） 

国民年金保険料の徴収コストについて 

※１，５９１億円には、保険料徴収事務だけでなく、適用、被保険者記録の管理、給付等に要する経費を含む。 

別紙１－２ 



政府管掌健康保険・厚生年金保険料の徴収コストについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ １，５２６億円には、保険料徴収だけでなく、適用、被保険者記録の管理、給付等に要する経費を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務取扱費 

１，４８１億円 

施設整備費 

３８億円 

予備費

６億円

１，５２６億円

１，５２６億円 ÷ ２６兆２，５０４億円 × １万円 ≒ ５８円（１００円当たり、０．５８円） 

業務取扱費 

１，５２３億円 

施設整備費 

３７億円 

予備費６億円 

（計上しない）

１，５６１億円

３２１億円 ÷ ２５兆６，１６６億円 × １万円 ≒ １３円（１００円当たり、０．１３円） 

細分化

徴収事務経費のみで算出

これまでに

公表されて

いた内容 

（１４年度予算） 

徴収事務 

３２１億円 

適用・給付事務等 

１，２４０億円 

 

 

徴収に要す

る経費のみ

で試算した

場合 

（１５年度予算） 

別紙１－３



平成１５年度における強制徴収の手順等

○ 選定方法
平成１４年度分の保険料が全期間未

納となっている者でかつ、相当程度の
所得や資産があり、度重なる納付督励○ 対象者の選定
によっても年金制度に対する理解が得ら
れない者などについて、戸別訪問による
納付督励事蹟などを基に総合的に選定す
る。

・次の者については、対象者から除く。
① 任意加入被保険者10月
② 平成１３年度分保険料の免除承認

～

最終催告状の送付（納付書を同封）
者及び学生納付特例承認者１月

③ 老齢基礎年金の受給資格を満たさ
ないことが明らかである者

④ 平成１４年度の保険料が全期間未
納となっていることについてやむを○納付状況の確認
得ない理由があり、督促状を発行す
ることが適当でないと認められる者

○戸別訪問による納付督励
・戸別訪問による納付督励（少なくとも
１回以上）

○納付状況の確認

・納付期限を経過した保険料を対象とす督促状の送付（納付書を同封）
る。１月

○戸別訪問による納付督励
・戸別訪問による収納（少なくとも１回
以上 （分割納付の相談等））

○納付状況の最終確認

・滞納者本人、官公署、金融機関、取引
先への調査（預貯金、債権、電話加入
権、自動車、動産等）○財産調査

・数次に渡る戸別訪問、照会等が必要

・指定期日までに納付のない者のうち、
戸別訪問による収納にも応じない者で
あって、滞納処分の着手が適当と認め○差押予告通知書の発行
られる者

３月～

・差押え執行○差押え

・公売公告、権利移転○換価

・１ヶ月の保険料に満たない分は還付処○保険料に充当
理

別紙２



平成１５年度における強制徴収の実施状況について

最 終 催 告 状 ９，６５４件

数次にわたる戸別訪問による納付督励

未 納 者
納 付 等

未接触(不在)、非該当判明者督促対象者

５，６６６件 ３，５９４件３９４件

督 促 状 ３９４件

戸別訪問による最終的な納付督励

未 納 者納 付 等

１７１件２２３件

財産調査による差押対象者の絞り込み等

差押予告通知書 ７０件

差 押 執 行 ２９件

(注) 数値は、平成１６年６月３０日現在の件数であり、引き続き、納付約束の不履行者など、未納と

なっている者に対しては、本人との接触や財産調査の実施等、差押執行をも念頭に置いた督促を

現在も進めているところ。

別紙３



国民年金電話納付督励業務の委託概要

１ 委託業務の概要

○ 社会保険事務局等から月次に提供する国民年金電話納付督励調査票に基づき、
国民年金保険料の未納被保険者に対し、電話による納付督励を行い、その結果に
ついて当該調査票の所定欄に記入し、社会保険事務局等へ報告する。

○ 電話による納付督励は、未納被保険者との接触率を向上させるため、夜間・休
日も実施することとし、不在や通話中等である場合は翌日以降に時間帯を変える
などして、同一の未納被保険者に対して最低３回は実施する。

○ 委託に当たっては、各社会保険事務局において示された委託要領に基づき、一
般競争入札により委託業者の決定と契約の締結を行っている。

２ 実施時間帯の状況（１６年度）

（１）平日
① ９時 ～ ２０時 １２事務局
② １３時 ～ ２０時 １０事務局
③ １０時 ～ ２０時 ８事務局
④ １２時 ～ ２０時 ３事務局
⑤ その他 １４事務局

（２）土曜日
① １０時 ～ ２０時 ９事務局
② １３時 ～ ２０時 ９事務局
③ 10～12時、13～17時 ８事務局
④ ９時 ～ ２０時 ７事務局
⑤ その他 １４事務局

（３）日曜日
① 10～12時、13～17時 １２事務局
② １０時 ～ １７時 １１事務局
③ ９時 ～ ２０時 ４事務局
④ １０時 ～ ２０時 ４事務局
⑤ その他 １６事務局

３ 委託単価の状況（１６年度）

１件当たりの平均単価 約１９０円



◆ 未適用事業所約１万７千件のうち、実際に適用になり保険料を納めた事業

所はいくつあるのか示されたい。 

 
 
○ 未適用事業所約１万７千件という数字は、平成１４年度に法人登記簿等の

閲覧によって把握した新規設立法人のうち、加入勧奨状の送付や社会保険労

務士による巡回説明の結果、適用対象事業所として把握された事業所の数で

ある。 
  
○ その後、この約１万７千件のうち新規適用届を提出し、適用事業所となっ

た事業所もあると見込まれるが、新規適用届を処理する際に、適用指導を行

った事業所か否かを確認していないため、現段階では、その内訳は把握して

いない。 
 
○ これまで、把握した未適用事業所については、当該年度の適用促進指導に

活用するにとどまり、継続的な管理ができていなかったが、今年度からは、

把握した個々の未適用事業所について、その後の適用状況等を継続的に管理

していくこととしている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

◆ 提出資料別添１の３ページに記載のある未納対策のパーセンテージの算定根拠と 

なった過去の未納対策実施の効果を数値で示されたい。 

 

○ 未納対策実施の効果については、納付督励の対象となった者が納付した

保険料のうち、どこまでが当該納付督励の効果によるものかを厳密に判断

することが困難であり、一概にはお示しできないが、平成１５年度におい

ては、２，９００万月分の保険料が、当該納付督励後に納付されている。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



平成１５年度 平成１６年度

地方社会保険事務局職員 16,623人         16,582人         

地方社会保険事務局謝金職員 4,076人         4,614人         

国 民 年 金 推 進 員 1,948人         2,566人         

常勤・非常勤の定員数について

注：地方社会保険事務局謝金職員は４月１日現在の配置数である。



年度 職員人件費 対前年増△減額

平成１１年度 70,069百万円 －

平成１２年度 69,678百万円 △391百万円

平成１３年度 69,435百万円 △243百万円

平成１４年度 67,783百万円 △1,652百万円

平成１５年度 66,341百万円 △1,442百万円

年度 職員人件費 対前年増△減額

平成１１年度 33,285百万円 －

平成１２年度 33,038百万円 △247百万円

平成１３年度 32,970百万円 △68百万円

平成１４年度 32,888百万円 △82百万円

平成１５年度 32,326百万円 △562百万円

厚生保険特別会計

国民年金特別会計

職員人件費の削減実績















◆ 組織の総目標値（国民年金徴収率８０％）を実現するための前提となる個々の職員

のパフォーマンス（１人当たり何人から徴収しなければならない、１人当たりいくら

徴収しなければならないというようなものを想定）及びコストについて数値で示され

たい 

 

○ 納付率８０％という目標に向けては、制度改正による効果、保険料負担

能力の無い者に対する適正な保険料免除、保険料負担能力を有する者に対

する自主納付の促進といった各収納対策の相乗効果により実現が図られる

ものである。 

 

○ このため、保険料の納付が遅延している者には、催告状、電話督励、戸

別訪問、集合徴収による地道な納付督励を繰り返しつつ、まずは納付意欲

を向上させ自主的に納付させることが長期に渡って継続した納付に寄与す

るものと考えており、納付率の目標設定に当たっては、各社会保険事務局、

社会保険事務所ごとに地域の特性を考慮して、納付督励対策ごとに以下の

行動目標を設定している。 

  〔平成１６年度中の主要な対策毎の行動目標（全国）〕 

 

催告状発送件数 

 

電話納付督励件数

 

戸別訪問督励件数 

 

集合徴収案内状発送件数

 

４，１４９万件 

 

６３５万件 

 

１，３１２万件 

 

１，７２６万件 

 

○ なお、戸別訪問による納付督励については、職員及び国民年金推進員に

より行っているが、納付督励を今後強化するため、国民年金推進員の増員

を平成１８年度まで段階的に図ることとしており、人件費は以下のとおり

である。 

  〔国民年金推進員の設置計画〕 

  

平成１５年度

 

平成１６年度

 

平成１７年度 

（要求） 

 

平成１８年度 

（計画） 

 

定 員（人） 

 

１，９４８ 

 

２，５６６ 

 

３，１３６ 

 

３，７００ 

 

予算額（億円） 

 

５６ 

 

７２ 

 

８１ 

 

－ 

 



◆ 提出資料２ページの「（２）共済組合員の組合員期間など、社会保険庁が保

有していない記録についての情報交換の仕組みが不十分であること。」との記

述について、当該情報交換の仕組みの具体的内容及びそれがいかなる点につ

いて不十分であるか、網羅的にお示し願いたい。 
 
○平成９年１月前に共済組合等を退職した者の加入記録について 
 
（１）情報交換の現状 

共済組合等の組合員加入記録については、基礎年金番号導入時(平成９
年１月)に組合員であった者、及びその後新規に採用された者について情
報提供されているが、平成９年１月前に退職した者の加入記録は情報提

供されていない。 
 
（２）問題点 
（ⅰ） 国民年金及び厚生年金保険の被保険者期間を合算して受給要件（期間

要件）を満たす場合でも、共済組合記録の提供がない部分については、そ

れに伴う年金額試算が正確にできないなどの問題がある。 
 
（ⅱ） 平成２０年度から導入予定のポイント制においても、該当者に対し

て、より正確な個人情報（年金加入状況や年金見込額）の提供のために

は、平成９年１月前の組合員加入記録が必要となる。 
 
 

○共済組合等の資格記録の情報提供時期等について 
 
（１）情報交換の現状 
（ⅰ）情報提供回数、時期等について  

国家公務員共済組合連合会及び日本私立学校振興・共済事業団につい

ては、組合員（加入員）、受給権者とも月１回。 
地方公務員共済組合連合会については、組合員（８月、２月）、受給権

者（９月、３月）は年２回。なお、今後対応が可能な共済組合から順次

提供回数を増やしていただくこととなっている。 
 
（ⅱ）組合員（加入員）の住所について 

国家公務員共済組合連合会及び日本私立学校振興・共済事業団につい

ては、番地まで提供。 



地方公務員共済組合連合会については、市区町村名のみ。今後提供が

可能な共済組合から順次「番地」まで提供いただくこととなっている。 
 
（２）問題点 
（ⅰ） 提供された取得情報等について、その事実が発生してから、例えば

３～４ヶ月後の情報提供であったり、発生してから数年遅れで提供され

る場合があり、提供された情報に基づき社会保険庁から該当者に照会等

を行った場合に、該当者とタイムラグを原因とするトラブルが生じる場

合がある。 
 
（ⅱ） 資格取得情報が提供されるまでの間に国民年金の加入勧奨状や保険

料納付書が送付されることに対して本人から苦情が寄せられている。 
 
（ⅲ） 年金受給権者の情報は、一部の提供であるため、制度間の併給調整

等が必要な場合に情報不足となっている。 
 
（ⅳ） 地方公務員共済組合については、毎月１回の情報提供及び組合員の

住所については「番地」までの情報を提供がされないと、他の共済組合

員と同等のサービスが提供されないこととなる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



◆ 社会保険業務を包括的に民間委託する場合または部分的に民間委託する場

合において、提出資料４ページにおいて法律上の手当てが必要とされた各項

目について、具体的にどの法令のどの部分をどのように改める必要があるか、

具体的な文言でお教え願いたい。 
 
○ 提出資料においては、仮に民間委託を行った場合において、一般的に想定

され得る法律上の手当てについての事項を記述したものであり、民間委託の

具体的な前提がない状況の下で、法律上の文言を具体的に整理することは困

難である。 
 
 
 
 
 
  

 
 
  
  
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
  



◆ １０月２６日の新聞報道において、社会保険庁が、社会保険庁の在り方に

関する有識者会議に対し、年金徴収や年金相談などを外部委託し、組織をス

リム化する方針を示した旨掲載されているが、１０月２５日に開催された有

識者会議において示された資料、社会保険庁の今後の組織改革についての見

解、有識者会議メンバーの意見等が具体的に確認できる資料を提出願いたい。

 

○有識者会議に示した資料 

 別添１のとおり。 

 

 

○社会保険庁の今後の組織改革についての見解 

   「社会保険庁の在り方に関する有識者会議」においては、平成１６年１０
月２５日に開催された第４回会議から、組織の在り方についての議論にも

着手いただいているところである。 
今後、来年夏の最終とりまとめに向けて、さらに議論を深めていただく予

定であり、有識者会議の御意見を踏まえて適切に対応する考えである。 
 （有識者会議のスケジュールについては、別添２のとおり。） 
 
 
 ○メンバーの意見等が具体的に確認できる資料 
  別添３のとおり。 
 
 

 
 
 
 

 

 

 

 

 


































